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（目 的） 
第 1 条 会社は、労働基準法の理念に従い、また業務の円滑な運営に配慮しつつ従業員の

健康を考慮し、従業員 1 人ひとりについてその労働時間を適正に把握するため、タ

イムカード、IC カードの利用の標準化及び適切な労働時間把握の基準を明確にし、

労働時間の適切な管理を行う目的でこの規程を定める。 

（適用範囲） 
第 2 条 この規程でいう従業員とは、正規の従業員たる社員、嘱託社員及びパートタイマ

ーをいう。 

（定 義） 
第 3 条 この規程における用語の定義は、次の各号に掲げるところによる。 

(1) 始業時刻…会社の指揮命令に基づく業務を開始すべき基本の時刻のことをいう。 
(2) 終業時刻…時間外勤務の命令がない限り、会社の指揮命令に基づく業務を終了

すべき時刻をいう。 
(3) 所定労働時間…第 5 条で定める始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間

を除いた時間をいう。 
(4) 実労働時間…会社の指揮命令に基づく業務を実際に行った時間をいう。 
(5) 所定外労働…いわゆる残業全般をいい、会社の所定労働時間を超える労働をい

う。 
(6) 時間外労働…1 週間につき 40 時間又は 1 日につき 8 時間を超える労働をいう。 
(7) 所定休日…会社が定める休日をいい、法定休日のほか法定休日以外の休日（以

下「法定外休日」という。）を含むものをいう。 
(8) 法定休日…1週間のうち 1回又は 4週間のうち 4日確保されるべき休日をいい、

原則として、毎週日曜日とする。 
(9) 休日出勤…会社の休日（法定休日及び法定外休日）における労働をいう。 
(10) 休日労働…休日出勤のうち、法定休日における労働をいう。 

（労働時間の管理） 
第 4 条 従業員の労働時間は会社が管理するものとし、会社は、会社が行う通常業務に対

して、従業員の所定労働時間が適正なものであるかを常に確認をしていかなければ

ならない。 
2  前項の目的を達成するため会社は、部課等の長を労働時間管理責任者として指名

する。 
3  労働時間管理責任者は、従業員の労働時間を適切に管理しその健康の確保を考慮
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	（所定労働時間及び休憩）
	第 5 条 従業員の始業、終業及び休憩の時間は、勤務する事業所の区分により次表のとおり定める。ただし、業務上の都合、季節又は災害その他の事由により時間を変更することがある。
	2 　パートタイマーの始業及び終業時間は、本人の希望等を考慮して個別に定める。
	3 　従業員は、休憩時間を自由に利用することができる。ただし、職場秩序並びに風紀を乱す行為、施設管理を妨げる行為その他服務規律に反する行為を行ってはならない。


	（シフト勤務）
	第 6 条 会社は、前条にかかわらず、業務上必要がある場合は、1日の所定労働時間の範囲内で、始業及び終業時刻を変更した勤務（シフト勤務）を命じることができる。この場合において、会社は、1か月を平均して1週間の所定労働時間が40時間以内とする1か月単位の変形労働時間制を採用することができる。
	2 　シフト勤務を行う場合は、あらかじめシフト勤務に服する者を定め、勤務計画表（各人別の始業及び終業時刻並びに休日を明示した勤務カレンダーをいう。）を作成し、関係者に周知するものとする。
	3 　勤務カレンダーを作成するに際し基準となる事項については、勤務計画表作成基準に定めるところによる。


	（1年単位の変形労働時間制）
	第 7 条 会社は、第5条にかかわらず、あらかじめ繁忙が見込まれる時期又は年については、対象とする従業員の範囲及び起算日を定めて、1年以内の一定期間を単位とする変形労働時間制を採ることがある。この場合、事前に従業員代表と書面による協定を締結し、労働基準監督署に届け出るものとする。
	2 　前項の場合の労働時間は、変形期間平均1週当たり40時間以内とし、通常は1週48時間、1日10時間を限度とする。ただし、次のすべてを満たす場合に限り、1週52時間、1日10時間を限度として設定することができる。
	(1) 1週48時間を超える週は、連続3週までとする。
	(2) 変形期間をその起算日から3か月ごとに区分した場合、区分期間ごとに1週48時間を超える週は、3回までとする。この回数算定において、2つの区分期間にまたがる週については、その週の初日の属する区分期間に属するものとする。

	3 　変形期間の総勤務日数は、その期間が1年の場合には280日以内とし、その他の期間の場合には案分計算による日数以内とする。また、連続して勤務させることのできる日数は、6日を限度とする。ただし、労使協定で特定期間を定める場合には、その期間に限り1週に1日以上の休日を確保するものとする。
	4 　変形期間を1か月以上の期間ごとに区分する場合には、あらかじめ次の事項を定め、第2区分以降の各期間における所定労働時間及び各日の所定労働時間については、その区分期間の初日の30日前までに、従業員代表の同意を得て書面で定めて通知する。
	(1) 最初の区分期間の所定勤務日と各日の所定労働時間
	(2) 第2区分期間以降の区分期間ごとの勤務日数及び総所定労働時間数

	5 　変形期間の中途で、1年単位の変形労働時間制の適用を受け、あるいは適用を解除することとなった者については、その実変形期間における実労働時間を平均し、1週40時間を超える部分について時間外手当を支給する。


	（所定外労働及び休日出勤）
	第 8 条 会社は、業務の都合により所定外労働又は休日出勤を命ずることがある。この場合において、時間外労働及び休日労働が生じるときは、会社はあらかじめ従業員の過半数を代表する者と労使協定（以下「36協定」という。）を締結し、次の各号に掲げる事項を定め、これを所轄労働基準監督署長に届け出たうえで命ずるものとする。
	(1) 時間外労働又は休日労働をさせる必要のある具体的事由
	(2) 時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務の種類
	(3) 時間外労働又は休日労働をさせる必要のある従業員の数
	(4) 1日、1か月及び1年間についての労働時間を延長することができる時間
	(5) 1か月についての労働させることができる法定休日の日数
	2 　前項第4号にかかわらず、臨時的な業務の必要があるときは、36協定の定めるところにより、1か月及び1年間についての労働時間の延長時間を更に延長することがある。この場合における、更に延長する時間数、延長する場合の手続、当該延長時間に係る割増賃金率等は、36協定に定めるところによる。
	3 　所定外労働及び休日出勤については、従業員は、正当な理由なく拒否できない。
	4 　所定外労働及び休日出勤は、労働時間管理責任者の命令に基づき行うことを原則とするが、従業員が業務の遂行上必要と判断した場合は、事前に労働時間管理責任者に申請し、許可を受けて行うことができる。この場合において、事前に許可を受けることができないときは、事後直ちに届け出てその承認を得なければならない。


	（代　休）
	第 9 条 会社は、所定外労働をさせたとき、又は休日に出勤させたときは、当該所定外労働の時間数分又は休日出勤の日数分の休暇（以下「代休」という。）を与えることができる。
	2 　前項の代休の時間及び日は、無給とする。ただし、当該代休の付与に当たり、時間外労働があるときは時間外割増賃金のうち割増部分（0.25等）の額を、休日労働があるときは休日割増賃金のうち割増部分（0.35）の額を、深夜における労働があるときは深夜割増賃金を支払う。


	（労働時間の確認）
	第10条 会社が行う労働時間の管理は、原則として就業規則で定める始業時刻及び終業時刻を基準とし、従業員が行うタイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等による入力を確認することによって行うものとする。
	2 　タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等による入力は、従業員による始業及び終業時刻の申告とみなすものとし、入力前及び入力後の勤務は、これを労働時間として確認しない。ただし、業務遂行上その他やむを得ない事情があると認めるときは、この限りでない。
	3 　タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の入力時刻は、あくまでも客観的な記録の基本情報であり、労働時間管理責任者は、必要に応じ残業命令書とこれに対応する報告書等の記録とを突き合わせることにより、労働時間を最終確認するものとする。


	（タイムカード、ICカード、パソコン使用時間の記録等の管理及び入力）
	第11条 タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等は、労働時間管理責任者が管理する。
	2 　従業員は、実作業の開始直前及び実作業の終了直後にタイムカード、ICカード等を入力し、又は業務用PCにログイン・ログアウトしなければならない。
	3 　労働時間管理責任者は、タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等と各従業員の出勤状況とを毎日照合し、賃金計算期間ごとに整理しなければならない。
	4 　従業員の実際の出社及び退社の時刻とタイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の入力時刻に差異が認められるときは、労働時間管理責任者は、当該従業員に対し、その理由を聴取し、必要に応じ是正のための指導を行うものとする。
	5 　第3項の規定による照合及び整理に当たっては、タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等に入力がなく、その理由が明らかでないものについては、無届欠勤として取り扱うものとする。
	6 　前項の規定により無届欠勤として取り扱われた者で出勤した事実のあるものは、タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等に入力しなかった理由を付し、3日以内にその事実を証明する書類を添えて労働時間管理責任者にタイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の訂正を申し出て、その承認を受けなければならない。
	7 　労働時間管理責任者は、従業員の休暇の状況等について、休暇等記録票に記録しなければならない。


	（不正入力等の禁止）
	第12条 タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の入力は、本人自ら行わなければならない。これに違反した者は、就業規則第53条に定める懲戒処分を科すものとする。
	2 　虚偽の労働時間数を記録することを目的として、実際の始業時刻及び就業時刻と著しく異なる時刻に、タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の入力を行ってはならない。これに違反した者は、就業規則第53条に定める懲戒処分を科すものとする。
	3 　タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の記録その他労働時間に関する記録は、これを改竄するようなことがあってはならない。これに違反した者は、就業規則第53条に定める懲戒処分を科すものとする。


	（外勤従業員のタイムカードシステムの取扱い）
	第13条 労働時間管理責任者は、従業員に外勤又は外出を命じた場合において当該従業員が自らタイムカード、ICカード等に入力し、又は業務用PCへのログイン・ログアウトすることができないと認めたときは、外出簿によりあらかじめ記録しなければならない。
	2 　前項の場合であって、客観的に労働時間の把握が困難であるときは、原則として、当該従業員は所定労働時間労働したものとみなす。


	（出社入力時刻と始業時刻）
	第14条 タイムカード、ICカード等による出社入力時刻又は業務用PCへのログイン時刻が所定の始業時刻前である場合であって、早朝労働について労働時間管理責任者の許可又は承認若しくは早朝労働命令がないときは、所定の始業時刻から始業したものとして扱う。
	2 　出社入力時刻が所定の始業時刻後であるときは、当該出社入力時刻から就業したものとして扱う。


	（退社入力時刻と終業時刻）
	第15条 タイムカード、ICカード等による退社入力時刻又は業務用PCからのログアウト時刻が所定の終業時刻後であって、法定労働時間（8時間）を超える勤務について労働時間管理責任者の許可又は承認若しくは時間外労働命令等がないときは、所定の終業時刻で終業したものとみなす。
	2 　退社入力時刻が所定の終業時刻前であるときは、当該退社入力時刻を終業時刻として扱う。


	（遅刻、早退、私用外出及び欠勤）
	第16条 従業員は、やむを得ない理由により始業時刻後に出勤するとき（休暇によるものを除く。）は、所属長にあらかじめその旨を所定の様式により届け出て、許可を受けなければならない。また事前に届け出ることができないときは、事後直ちに届け出て、その承認を得なければならない。
	2 　従業員は、早退しようとするとき（休暇によるものを除く。）は、その理由及び退社時刻を所定の様式により所属長にあらかじめ届け出て、許可を受けなければならない。また事前に届け出ることができないときは、事後直ちに届け出て、その承認を得なければならない。
	3 　従業員は、私用により外出しようとするときは、その理由及び帰社時刻を所定の様式により所属長にあらかじめ届け出て、許可を受けなければならない。また事前に届け出ることができないときは、事後直ちに届け出て、その承認を得なければならない。
	4 　従業員は、やむを得ない事由により欠勤しようとする場合は、その理由及び期間を所定の様式により所属長にあらかじめ届け出て、許可を受けなければならない。また事前に届け出ることができないときは、事後直ちに届け出て、その承認を得なければならない。
	5 　第1項から前項までの規定により許可を受けたもの又は承認を得たものは、就業規則第36条に基づき、賃金を減額する。


	（届　出）
	第17条 従業員は、次の場合には、速やかに労働時間管理責任者に届け出なければならない。
	(1) タイムカードシステムへ誤って入力したとき。
	(2) タイムカードシステムへの入力を忘れたとき。


	（労働時間の計算方法）
	第18条 時間外労働、深夜労働及び休日労働に係る労働時間の計算は、一賃金計算期間の時間外労働、休日労働及び深夜労働の時間をそれぞれ通算する。
	2 　事前の許可又は事後の承認に基づかない所定外労働及び休日出勤については、割増賃金の対象としない。また、当該月内に承認が受けられないときは、翌月の支給とする。
	3 　1か月における時間外労働、休日労働及び深夜労働の各々の時間数の合計に30分未満の端数がある場合は、15分未満の端数を切り捨て、15分以上は30分に切り上げる。
	4 　遅刻・早退・私用外出控除を行う場合において、遅刻、早退及び私用外出の時間を計算するときは、1回当たりのそれらの時間について、15分未満の端数が生じた場合は15分に切り上げる。
	5 　前項の規定により生じる賃金の減額は、就業規則第36条の規定の範囲内で行う。


	（割増賃金を支払う場合）
	第19条 所定外労働をさせた場合において、次の各号に掲げる時間があるときは、就業規則第34条（割増賃金の額）に定めるところにより、時間外割増賃金を支払う。
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